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ート法，2009 年以後の決算日レート法という 3 つの換算会計処理を想定し，換算会計処理の相
違が減損認識判定に与える影響を分析した。分析の結果，過去の換算会計処理は円高になるほど
減損を認識し易いものであるのに対し，新しい換算会計処理は円安になるほど減損を認識し易い
ものであることが判明した。これは，円安になるほど減損認識判定単位の帳簿価額が増加するた
めである。あわせて，現在の本邦多国籍企業は，国外市場でのれんを回収できるだけの収益を上
げなければ，円安が進行するほど減損認識のリスクが高まることを述べた。換算会計基準の変遷
は，企業が収益をあげるべき場所を国内市場から国外市場へとシフトさせたのである。 
終章では，各章ごとの要約と課題の提示を行っている。各章では，企業結合取引や財務
諸表項目の実態を理解するにあたり，隣接諸科学の知見を積極的に援用してきた。事前投資の経
済的意義から会計処理を論じた第3章，株主の地位を規定する会社法や金融商品取引法を基に非
支配株主持分の会計処理を論じた第5章，労働法の判例を手掛かりにリストラ負債の認識時点を
探った第7章，多国籍企業経営論の視点から在外子会社の経営実態を分類して会計処理を演繹し
た第8章，購買力平価説により換算の意味を探った第9章は，まさにその例である。もっとも，
取引の実態を客観的に選定することは容易でなく，選定した実態からある会計処理が演繹された
としても，現実的な使用に耐えうるとは限らない。現実の会計基準は，取引の実態を忠実に表現
すること以外にも，目的適合性や比較可能性，コスト制約といった様々な質的特性に配慮しなけ
ればならない。さらに，会計処理は企業の財務状況だけでなく利害関係者にも大きな影響を与え
るため，会計基準設定時には利害調整を行う必要もある。しかし，このような点に留意が必要で
あるとしても，企業結合取引や関連する財務諸表項目の実態を分析すること，それを基にした現
行基準の説明・評価，会計処理の演繹という作業は，会計基準の社会的選択という局面に貢献が
できるものと考えている。 
 
